
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) ①職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２５年４月１日現在の人数である。

 (2) ②職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。

 (3)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　 給与水準を示す指数である。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。

３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いと

した場合の値である。

H24年度

H25年度

区　分 職員数 給 与 費

1,620,366千円

　　　　　　Ａ

6,927,505千円

平成23年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.25

一人当たり

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

1,219,426千円

給与費　Ｂ／Ａ

6,554千円

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

平成24年度末

立川市の給与・定員管理等について

17.27%

　　　　　　　千円 　　　　　　　　千円 　　　　　　　　千円 　　　　　　％

3,079,844 11,659,22167,492,823

4,087,713千円1,057人

給　 料

実質収支 人 件 費

　　　　　　Ｂ

（参考）

職員手当

　　　　　　　　　　　人　

178,127

区　分 職員数 給 与 費 一人当たり (参考)
類似団体平均

一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

6,573千円

　　　　　計　　　　　Ｂ 給与費　Ｂ／Ａ

H24年度 1,056人 4,099,570千円 1,296,350千円 1,612,633千円 7,008,553千円 6,637千円

(H19) 
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98.8 

95

100

105

110

115

立川市 類似団体平均 全国市平均 

1



２　一般行政職給料表の状況（平成２５年４月１日現在）

（単位：円）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）

 (2) 職員の初任給の状況（平成25年４月１日現在）

円 円

円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円

円

円 円

国

―

172,557円（181,200円）

163,987円（172,200円）

133,418円（140,100円）

380,181

370,474

309,534

(405,463)

平均給与月額
（国ベース）

(325,400)

平均給与月額
（国ベース）

397,337

406,474

376,257307,220

47.4

-

49.9 272,119 -

406,213302,576

320,087
立川市

392,586

区　　　分

(286,850)

東京都

国

　　　　　　区　　分

東京都

43.8

283,173

経 験 年 数 ２ ０ 年経 験 年 数 １ ５ 年

181,200

142,700

総合職

一般職
円

337,699

299,375－

252,160

―

241,165

－

大　学　卒

210,283－

経 験 年 数 １ ０ 年

全　学　歴

高　校　卒

137,200

区　　　         分

全　学　歴

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

技能労務職

142,700

41.9 329,002 458,619

42.5 332,563 444,023

平均給与月額

平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

(332,446)

円

平　均　年　齢 平均給料月額

立川市

　　　　　　区　　分

138,300
１号給の

一般行政職 大　学　卒 181,200

国 43.1

東京都

１級 ２級

201,600

370,300337,800

給料月額

最高号給の

給料月額

立川市

５級

502,000

535,000

３級

225,400

412,800

４級

288,500

462,400

 「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 
 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。 
 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の
手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。   
  国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額(国ベース)」の括弧書きは、給与改定特例法によ
る措置がないとした場合の値(減額前)である。 

１ 
２ 
 
 
 

３ 

（注） 国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値(減額前)
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

（注）１　立川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名である。

  

（注） 　平成２３年に６級制から５級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級を統合）

 (2) 昇給期間短縮の状況
　

21

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

２３年度

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 777

標準昇給（4号給）を超える 　　　　　　　　　人

昇給をした職員数

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 2.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 3.0

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ 776

標準昇給（4号給）を超える 　　　　　　　　　人

昇給をした職員数

区　　　　　　　　　　　　分 全　職　種

２４年度

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

23
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

26.5

　　　　　　　　％

8.1

　　　　　　　　％

2.1

　　　　　　　　％

37.0

職員数

　　１　級

63

　　　　　　　　人

　課長　・　所長　・　館長　・　主幹
　　　　　　　　人

206
　係長　・　主査

　　４　級

　　２　級

　主事
204

　主任

標準的な職務内容

26.3

287

区　　分

　　５　級

　　３　級

　部長　・　局長
16

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　人

１級 

26.3% 
１級 

23.9% １級 

16.5% 

２級 

37.0% 
２級 

38.4% 
２級 

49.2% 

３級 

26.5% 
３級 

27.3% 

３級 

25.6% 

４級 

8.1% 

４級 

8.3% 

４級 

7.0% 

５級 

2.1% 

５級 

2.1% 

５級 

1.7% 
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平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

 (2) 退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率）

勤続２０年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

最高限度額 月分 月分 月分 月分 月分 月分

その他の加算措置

万円 万円

（注） 「普通」とは普通退職のことで自己都合などによる退職である。

退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

(55.86)

49.5945.0

49.59

49.59

(28.7875)

(38.955)

(55.86)

(55.86)

31.5

(46.66) (52.0)

(23.75) (28.5)

(31.83) (37.5)

(46.58) (52.0)

(46.66) (52.0)

(46.58) (52.0)

(23.03)

(32.83)

(46.55)

45.0 45.0

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり

96,869

交通機関運賃相当額、交通用具利用者には通勤距離に応じて支給
（国は、交通機関利用者に上限55,000円、交通用具利用者には距離
に応じて支給）

部長職：給料額の20％、課長職：給料額の17％

住　居　手　当

45.0

(23.75) (28.5)

（1.44月分）

勤勉手当期末手当

普通

立川市

普通 勧奨・定年

国

（1.45月分）

25.55625

34.5825

45.0

45.0

20.445

定年前早期退職特例措置　2～20％加算

一人当たり平均支給月額30,503円

23.5

45.0

(31.83) (37.5)

家賃支払者に12,000円
（国は家賃支払者に上限27,000円を支給）

１人当たり平均支給額

定年前早期退職特例措置2～20％加算

給料、扶養手当、管理職手当の合計額の12％。一人当たり平均支給
月額40,672円（国0～18％）

 (3) その他の手当（平成24年度支給実績）

3,828

357,988

配偶者は14,100円、その他の親族8,900円、16～22歳の子4,500円
加算
（国は配偶者13,000円、その他の扶養親族6,500円、16歳～22歳の
子5,000円加算）

手当名

扶　養　手　当

地　域　手　当

119,057

　5種類　全職員に対する手当支給職員の割合6.6％
　　　　　受給職員１人当たりの平均支給月額4,557円

  支給額が多く、多くの職員に支給されている手当
　　　滞納整理手当、福祉現業手当

通　勤　手　当

時間外勤務手当

管理職手当

特殊勤務手当

内容及び支給単価

期末手当

職位に応じて５％～２０％加算措置あり

29.145

2.6月分 1.35月分

（0.65月分）

31.5

普通 定年

2.6月分

（1.45月分）

国

1,667 2,566

23.5 23.5

31.5

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり

128,704

73,255

支給実績（２４年度決算）

514,902

東京都立川市

23.5

31.5

45.0 41.325

定年前早期退職特例措置2～20％加算

勧奨・定年

東京都

勤勉手当

1.35月分

（0.65月分）

　課長級のみ勤勉手当の成績率の適用にて実施

（0.65月分）

勤勉手当

2.57月分 1.35月分

期末手当
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６　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

円

円

円 　　　　　　　１２月期　　２．００月分

円 　　　　　　　　　計　　　３．９０月分

円

（注）　　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた

　　場合における退職手当の見込額である。

７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[　　]内は、条例定数の合計である。

普通会計　計 1,057人

特
別
行
政

部
門

欠員補充による増。

95人

その他

8人

　共同調理場のPFI化および若葉・西砂・高松
図書館指定管理者導入等による減。

0人

合　　計 1,152人 1,144人 △8人

4人

　　　人口１万人当たり職員数　64.22人

65人 3人

99人

＜参考＞

１人

34人

91人

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 市 長

△21人

3人

給 料 ・ 報 酬 月 額 等

　人事業務、子育て支援業務、障害福祉業務
および区画整理業務増等による増。
　若葉・西砂児童館の指定管理者導入および
看護専門学校閉校による減。

＜参考＞　　　 人口１万人当たり職員数　47.38人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数 45.33人）

＜参考＞　　　 人口１万人当たり職員数　58.67人
（類似団体の人口１ 万人当たりの職員数 63.04人）

[△24人]

0人

△12人

0人

8人

0人

△6人

9人844人

1人

201人

1,045人

356人

224人

9人

71人

348人

835人

81人

１人

227人

75人

議　会

72人 1人

88人

商　工

衛　生

農林水産

労　働

教　育 222人

[1,155人]

公
営
企
業
等

会
計
部
門

62人

下水道 33人

小　計

[1,131人]

備 考

退
職
手
当

議 長

一
般
行
政
部
門

土　木

小　計

税　務

民　生

給
料

報
酬

副 議 長

555,000

期 末 手 当

599,000

議 員

5人

8人

5人

3人総務企画

9人

　給料額　×　３５０／１００　×　勤続年数市 長

901,000

期末手当については20％の加算があります

対前年
増減数

　給料額　×　３００／１００　×　勤続年数

　（支給時期）

662,000

市 長

副 市 長

区 分

1,041,000

　　　　　　　　6月期　　１．９０月分

平成25年

　　任期ごと

　　任期ごと

（１期の手当額）

1,4574,000円

1,0812,000円

　　（算定方式）

主 な 増 減 理 由
職 員 数

平成24年
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　(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

　

　(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　職員数は一般職に属する職員数である。

（　％）

92.1 （　％）

83.9 （　％）

（　％）94.9

81.7 （　％）

1,144

835

222

1,057

95

91.3総合計

一般行政

教育

普通会計計

1,152

844

201

1,045

99

1,209

増減数（率）
平成25年

過去５年間の

区　分

35歳

～～

27歳

20歳

1,144

52歳

計

48歳44歳

人

以上59歳

～ ～～ ～

56歳 60歳32歳 36歳

人

43歳

24歳

～ ～
39歳未満

～

23歳

20歳

人

31歳

人 人

～

40歳

人 人人 人 人

55歳47歳 51歳

28歳

138 1113 190

人

123 70167 102

　　　　　　　　　年　度

　部門別
平成21年

公営企業等会計計

240

1,105

職員数
0

104

93

人 人

26 121

99

1,076

1,175

865

118

1,253

平成24年平成23年

1,135

平成22年

233

843

246

889

0
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構成比(H25) 

５年前の構

成比(H20) 

% 
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